
木造建築物に取り組む姿勢

　従来、ほとんどの公共建築物は、鉄筋コンクリート
造を基本とした安全で丈夫、そして燃えない構造物
として全国一律に建設されてきた。一方、木造建築は、
日本の伝統的な建築様式として、気候風土、地域文
化などと呼応しながら、社会システムの中に脈々と
受け継がれ日本特有の建築文化として定着している。
　公共建築の木造化を進めるにはこのような二つの
建築の背景を十分理解した上で、利用者から設置者、
設計者、施工者までが一貫した木造に対する共通理
解を持って取り組むことが大切である。

木造建築に求められる課題

　自然界で育った木材を用いる木造建築は、工業化さ
れ規格化された非木造部材とは異なり、耐久性や安
全性が材料一つ一つの品質によって左右される。木
材の産地や流通形態、製材工程などによって品質は
様々であり臨機応変の対応が必要となる。
　そのため、木材流通の川上から川下まで、つまり
生産者から製材・加工業者、発注者、施工者、設計
者までが木を使うことについての情報を共有し、木
の建築づくりのための地域ネットワーク、社会シス
テムを再構築することが求められる。

富山県産材の利用促進

　富山県産材は、建築用材としての利用を促進する
ことで流通を促し、量を確保し、価格の安定や品質
の向上に繋げていくことを目指している。
　「質」については、厳しい自然環境の中で育つ富山
県産材は、十分な管理のもとで間伐や枝打ちを適時
適切に行なう必要がある。労働力不足等から必要な
管理が滞る森林も多く、安定した品質の用材確保の
面でさらに改善を図っていくことが求められる。
　「量」では、建築用材の伐採時期は水の上がらない
秋口から冬が最良だが、富山県では積雪期と重なり
出荷量にも限界がある。また、公共建築物に県産材
を使用したいと考えても、役所の予算の仕組みや発

注スケジュールから見て、適材を伐採し製材、乾燥、
出荷の手順を連動させていくことに課題があり、発
注側での工夫も必要である。
　「価格」については、安定した注文が見込めないこ
とから常備品や在庫品が少ないため、規格（サイズ）
や等級、出荷数量などによって価格が決まる「時価
相場」になっているのが現状である。価格安定のた
めには、県産材を大いに使用することが最も大切で
あり、このことを通じて量を確保し、品質の向上に
努めていかなければならない。

県産材を活用するための今後の取組み

　県産材がこのような課題を解決し、市場が求める
質と量が確保され安定した価格の建築用材として広
く流通していくためには、以下のような取組みが考
えられる。
　①川下では、県内公共建築物の木造化を促進し、可
能な限り県産材を使うことにより需要を喚起するこ
と。②川上では、木材生産者（伐採〜製材）が安心
して生産し在庫できる受注情報システムの構築と資
金支援の制度化を進めること。③企画・計画（行政・
発注者）→設計→施工→材料供給といった川上から
川下までの連携を総合的に支援できるコンサルティ
ング組織を立ち上げること、などが有効な手法である。

用途別 
事例研究
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学校教育施設

体育館

特別教室

ランチルーム

砺波市立出町小学校

市当局や学校、地域住民とのワークショップにより、木に囲
まれた温かな学園空間づくりが目指された。その作業の中か
ら、一部の屋根は燃え代設計による木構造とし、大断面集成
材の特徴ある架構を実現した。また、特別教室棟は山形トラ
ス構造とし、木構造を見せることで児童が森の木々の中にい
るような雰囲気を演出している。更に、ランチルームと体育
館では集成材とスチールタイバーによるハイブリッド張弦
梁構造により大空間を確保し、ランチルームは曲面屋根をそ
のまま内部に見せる工夫や、体育館では構造材のデザインに
より繊細で活動的な空間が生まれた。

事業主体：砺波市
施設用途：小学校
建築地域：［用途地域］第一種中高層住居専用地域　［防火地域］指定

なし
工　　期：2000年8月～2002年2月
構　　造：鉄筋コンクリート造一部木造
規　　模：［建築高］14.4m　［軒高］8.9m
面　　積：［建築面積］5,593m2　［延床面積］7,848m2

	 ［敷地面積］24,000m2

外部仕上：［屋根］洋瓦葺き一部アスファルト防水　［外壁］薄付仕上塗
材E コンクリート打放下地　［開口部］アルミサッシ

内部仕上：［床］天然木フローリングt18（カバザクラ）　［腰壁］EP-G塗
　［壁］EP-G塗　［天井］岩綿吸音板t12

使用木材：ベイマツ集成材（150m3）、カバザクラフローリング（5,770m2）
設　　計：（株）創建築事務所
施　　工：［校舎棟］砺波工業・鍋田工業共同企業体　［特別教室棟］鷹

栖建工・市堰建工共同企業体　［体育館］砺波工業

学校教育施設

施設全体図

講堂

メディアギャラリー

埼玉県熊谷市で建設中の埼玉県農業大学校は、「木質感、木の
ぬくもり、仕上げ材としての素材感を五感で感じるデザイン
計画」としている。基本構造は埼玉県産のスギ材を使った木
造とし、学生寮の棟では柱梁に製材を使った在来軸組工法、
比較的大きなスパンとなる教室や食堂の棟では大断面集成
材と金物によるラーメン架構、非常に大きなスパンとなる講
堂の棟では鉄筋コンクリート造と大断面集成材のトラス梁
による混構造を採用した。本館施設は全体で約７千３百㎡に
及ぶため、木造部分を千㎡以下に分節し鉄筋コンクリート等
の耐火構造部で接続している。

埼玉県農業大学校

事業主体：埼玉県
施設用途：専修学校・寄宿舎
建築地域：［用途地域］都市計画区域内指定なし　［防火地域］指定なし
工　　期：2012年10月〜2013年8月
構　　造：木造・鉄骨造・鉄筋コンクリート造2階建て
規　　模：［建築高］9.34m　［軒高］8.84m
面　　積：［建築面積］6,544.63m2　［延床面積］7,303.28m2

	 ［敷地面積］129,727.77m2

外部仕上：［屋根］t＝0.4ガルバリウム鋼板（素地）竪はぜ葺
	 ［外壁］コンクリート打ち放し、窯業系サイディングの上、外

装薄塗材（Si）　［開口部］アルミサッシ
内部仕上：［床］t30県産材スギ板直張、UF塗り他
	 ［壁］t12県産材スギ羽目板張、UC塗り他
	 ［天井］t12県産材スギ羽目板張、UC塗り他
使用木材：埼玉県産スギ材（さいたま県産木材認証制度等により県産

材であることが認証または確認された木材）
設　　計：［基本設計］（株） 日総建 
	 ［実施設計］（株） 三四五建築研究所
施　　工：（株）島村工業他
木材供給：埼玉県森林組合連合会の協力を得て民間取引による供給
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事業主体：社会福祉法人 和田保育園
施設用途：保育園
建築地域：［用途地域］第1種中高層住居専用地域 ［防火地域］指定なし
工　　期：2010年8月〜2011年3月
構　　造：木造2階建て（在来軸組工法）
規　　模：［建築高］7.24m　［軒高］5.84m
面　　積：［建築面積］803.39m2　［延床面積］834.04m2

	 ［敷地面積］4,446.79m2

外部仕上：［屋根］カラーGL鋼板瓦棒葺き  ［外壁］タテ羽目板張、サイ
ディング張　［開口部］アルミサッシ

内部仕上：［床］地場産スギフローリング張、長尺塩ビシート貼
	 ［腰壁］地場産スギ縁甲板張　［壁］紙クロス貼　［天井］化粧

石膏ボード張
使用木材：スギ、ヒノキ、ベイマツ
設　　計：（株）GA開発研究所
施　　工：市堰建工（株）
木材供給：市堰建工（株）

情緒面で大切な幼児期を、良い影響を与える木造空間で育て
たいという保護者からの期待が圧倒的に大きく、木造の園舎
として計画した。伝統的町並みの隣接地に立地し、地区のラ
ンドマーク的役割を担うことから、外観は木、石、左官で構成
し、入口部分には木のぬくもりをもった「塔屋」を設置してい
る。内部の遊戯室では、大きな樹の下で子供たちが遊び回る
ことのできる回遊導線をデザインし、幼児の活気ある活動を
支えるとともに、木の匂い、温もり、手触り、柔らかさを全身
で体感できる木造空間を提供している。

1階保育室前廊下

遊戯室

社会福祉施設

東側外観

社会福祉法人 和田保育園

事業主体：（有）まいけ
施設用途：福祉施設（富山型デイサービスセンター）
建築地域：［用途地域］第1種低層住居専用地域　［防火地域］指定なし
工　　期：2009年8月～2010年1月
構　　造：木造2階建て（在来軸組工法）
規　　模：［建築高］6.9m　［軒高］6.1m
面　　積：［建築面積］254.77m2　［延床面積］274.64m2

	 ［敷地面積］998.79m2

外部仕上：［屋根］カラーGL鋼板、立はぜ葺き　［外壁］腰：県産スギ板貼
保護着色塗料（リボスタヤ）、上部：窯業系サイディング弾性
リシン吹付　［開口部］アルミ・樹脂複合サッシ複層ガラス

内部仕上：［床］構造用合板t28下地県産スギ板t15貼りSオイル仕上
	 ［壁］せっこうボード下地クロス貼り
	 ［天井］せっこうボード下地クロス貼り
使用木材：ヒノキ、県産スギ、国産スギ（県産材48.3m3：構造・下地材

35.4m3、造作材3.9m3、フローリング4.0m3、その他国産材
20.9m3）

設　　計：上田建築設計事務所
施　　工：（株）頼成工務店
木材供給：野村木材（株）

社会福祉施設

計画当初、施主の理想は多世代が共生できる長屋のような家
を創ることであった。「最初から計画を大きくすると失敗す
る」とのアドバイスもありデイサービスに特化しスタートし
た。施設は木造とし、環境問題にも理解を深める中、県産材を
使用することやペレットストーブの導入が考慮された。床材
にも県産のスギを使用することで、感触が柔らかく床暖房が
なくても足が冷えることはない。反面、傷がつきやすいこと
から、椅子の足にクッション材をつけるなど工夫している。
オープンから２年が経過し、利用者の要望に応え宿泊できる
部屋を４室増築している。

南側外観、腰板は県産スギ

浴室、ヒノキの内装とサワラの浴槽、床は浴室用コルク

吹き抜けのあるリビング、和室手前にペレットストーブ

デイサービス なごなるの家
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事業主体：Ｈこどもクリニック
施設用途：診療所
建築地域：［用途地域］第1種住居地域　［防火地域］指定なし
工　　期：2000年5月〜2000年10月
構　　造：木造2階建て（在来軸組工法）
規　　模：［建築高］6.50m　［軒高］6.35m
面　　積：［建築面積］170.47m2　［延床面積］186.42m2

	 ［敷地面積］670.27m2

外部仕上：［屋根］カラーGL鋼板立ハゼ葺き　［外壁］タテ羽目板張、サ
イディング張　［開口部］アルミサッシ

内部仕上：［床］フローリング張、長尺塩ビシート貼　［腰壁］スギ縁甲
板張　［壁］ビニールクロス貼　［天井］ビニールクロス貼

使用木材：スギ、ケヤキ、ベイマツ
設　　計：（株）GA開発研究所
施　　工：近藤建設（株）

この施設には利用者をやさしく迎え入れるような表情を持
ち、若い世代の母親たちにもなじみやすい外観が求められた。
このことから外壁の仕上げを二層に分け、屋根を曲面形状に
することにより高さが強調されないよう考慮している。また、
室内は子供たちが安心して診察を受けられるよう、自然光を
積極的に取り入れ、明るく落ち着きのある待合、診療空間を
提供している。そして、構造は親しみやすいシンプルな木造
架構を採用し、見える軸組みや腰壁を板張りとすることに
より、木の手触り、柔らかさを実感できる子供のためのクリ
ニックを意図している。

医療施設
Ｈこどもクリニック

ホール・受付

玄関・風除室

南西側外観

事業主体：Ｓ歯科診療所
施設用途：歯科医院
建築地域：［用途地域］非線引地域 無指定　［防火地域］指定なし
工　　期：2009年2月～2009年6月
構　　造：木造2階建て（木造在来工法）
規　　模：［最高高さ］6.72m　［軒高］6.49m
面　　積：［建築面積］263.8m2　［延床面積］361.3m2

	 ［敷地面積］682.5m2

外部仕上：［屋根］ガルバリウム鋼板立ハゼ葺き
	 ［外壁］セメント系サイディングの上吹付塗材、一部ガルバ

リウム鋼板立ハゼ葺き　［開口部］アルミサッシ
内部仕上：［床］リノリューム貼り　［壁］PBの上EP塗り　［天井］PBの

上EP塗り
使用木材：［土台］ヒノキ　［柱・梁］県産スギ、一部欧州アカマツ集成
	 ［下地材］県産スギ
設　　計：（有）青山建築計画事務所
施　　工：平野工務店（株）

医療施設
Ｓ歯科診療所

建築中の写真（正面庇部）

内部

外観

本建築のような比較的規模の大きい歯科医院の場合、医院と
して十全に機能するプランは複雑となり、木造で作ろうとし
ても構造上の整合性を見つけることが難しく、多くの場合は
鉄骨造や鉄筋コンクリート造になることが多いと思われる。
しかし、木造の特性を理解した上で構造設計にのぞめば木造
建築も十分可能であり、耐震性や省エネ性を始めとした環境
性能の高い建築を実現することができる。軒の出の深い水平
感のある伸びやかな外観は、一見、木造建築にはとても見え
ないが、時代が求める建築は木造の復権がその一翼を担って
いることを確信している。
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事業主体：魚津市
施設用途：多目的ホール・研修施設
建築地域：［用途地域］指定なし　［防火地域］指定なし
	 ［所在地］富山県魚津市下椿地内
工　　期：2007年6月～2008年3月
構　　造：木造平屋建て一部鉄筋コンクリート造
規　　模：［最高高］12.68m　［軒高］7.63m
面　　積：［建築面積］1,060m2　［延床面積］1,012m2

	 ［敷地面積］2,766m2

外部仕上：［屋根］耐摩カラーGL鋼板 t=0.4 横平葺　［外壁］スギ板張 
t=15 木材保護塗料塗　［開口部］アルミサッシュ

内部仕上：［床］ナラ複合フローリング t=15　［腰壁］スギ板張 t=12
	 ［壁］石膏ボードAEP塗　［天井］石膏ボード AEP塗
使用木材：スギ（345m3）ヒノキ（3m3）集成材（5m3）
設　　計：（有）建築科学研究所
施　　工：谷口建設（株）

魚津市郊外の農山村地域を対象としたコミィニティ施設と
して計画された施設。話題性のある建物によって地域の活気
や活力につなげたいとする地域住民の要望を受けて、計画地
周辺で育ったスギを伐採し地域の製材所で加工したものだ
けを使って、スギの無垢材の良さを生かした建物を建築する
ことになった。大空間を持つ多目的ホールは、柱のような角
材を横に繋いだフレームを交互に掛けたアーチ構法。中規模
な部屋が連続する研修棟は地域材の加工可能な断面と長さ
の範囲内で伝統的な構法を駆使した持ち出し桁構法でデザ
インされている。

外観

玄関ホール

多目的ホール

魚津市上中島多目的交流センター 魚津もくもくホール
運動施設

事業主体：富山県
施設用途：研修施設
建築地域：［用途地域］指定なし　［防火地域］指定なし
工　　期：2005年12月～2006年12月
構　　造：木造平屋建て（メインに立山フレーム使用）一部RC造
規　　模：［建築高］7.62m　［軒高］6.00m
面　　積：［建築面積］633.60m2　［延床面積］ 589.68m2

	 ［敷地面積］3,325.34m2

外部仕上：［屋根］カラー鋼板嵌合式立平葺き　［外壁］目透かし下見板
張り 木材保護着色塗装　［開口部］アルミ建具

内部仕上：［床］セメント系セルフレべリング下地ビニルシート敷き
	 ［腰］合决り羽目板張り 木材保護着色塗装
	 ［壁］石膏ボードt12.5目地なし EP
	 ［天井］石膏ボードt 9.5目地なし EP
使用木材：スギ材（県産材）構造材98.7m3、下地材27.5m3、土台（ア

テ）5.4m3

設　　計：富山県建築設計監理協同組合（担当：（株）おおみ設計）
施　　工：新栄建設（株）
木材供給：婦負森林組合

運動施設

研修室

外観（東南）

外観（夜景）

農産物加工品の開発や加工体験、さまざまなイベントなどを
通して中山間地域の活性化と情報発信の役割を担う施設。木
造とすることを前提として計画された。県内産木材を使用し
た木架構による比較的広い空間を実現するため、小径材を
アーチ型状に編み組んだ木質フレーム（立
山フレーム）を提案している。こ
れにより、無垢材の良さを生
かした軽やかで開放的な空
間を創出することができた。

立山山麓地区活性化施設 グリンパルよしみね

基本設計時の…
フレームイメージ
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事業主体：富山県
施設用途：社会教育施設（研修、宿泊）
建築地域：［用途地域］指定なし
工　　期：2003年5月〜2004年9月
構　　造：木造二階建（県産材）
規　　模：［建築高さ］9.82m　［軒高さ］6.895m
面　　積：［建築面積］690.82m2　［延床面積］860.59m2

	 ［敷地面積］7,778.80m2

外部仕上：［屋根］カラー鉄板AT葺き　［外壁］スギ板t＝24mm
	 ［開口部］アルミサッシ、木製サッシ
内部仕上：［床］スギ板圧密t＝30加工　［腰壁］スギ板t＝15、ケイサン

カルシュム板、珪藻土　［壁］ケイサンカルシュム板、珪藻
土　［天井］ケイサンカルシュム板EP塗り

使用材料：富山県産材（スギ、ヒノキ）
設　　計：［基本計画］日本住宅・木材技術センター（有峰ハウス整備委

員会・委員長 三井所清典）　［設計］富山県建築設計監理協
同組合（担当：誉建築設計事務所）

施　　工：新栄建設（株）
木材供給：富山県森林組合連合会

社会教育施設
有峰森林文化村 有峰ハウス

宿泊室

食堂・研修室

外観、主棟左側に囲炉裏棟

従来の施設は鉄筋コンクリート造であったが、冬季間の凍結
や漏水などの雪害に悩まされたことなどから、建替えにあた
り木造での建築が構想された。高所・豪雪地（標高1,000ｍ、最
深積雪4.13m、平均積雪3.22m）での計画であることから、大
規模木造建築に造詣の深い有識者に指導を仰ぎ設計された
ものである。先駆的工法を駆使し、県内産のスギやヒノキを、
無垢材または集成材に加工し、木の持ち味を生かした建物と
なった。特に、雪解けの頃には軒先1mあたり約1.0tの沈降圧
と推定されるため、その部分に木材を用いることに熟慮した。

事業主体：射水市（旧下村）
施設用途：図書館・児童館（多目的交流施設）
建築地域：［用途地域］都市計画区域内 市街化調整区域
	 ［防火地域］指定なし
工　　期：2002年04月〜2003年06月
構　　造：木造・鉄骨造1階建て
規　　模：［建築高］9.45m　［軒高］9.0m
面　　積：［建築面積］1,256.59m2　［延床面積］1,010.35m2

	 ［敷地面積］4,082.92m2

外部仕上：［屋根］ア0.4二重巻きはぜ立平葺　［外壁］リブラスモルタ
ル下地　弾性リシン吹付　［開口部］アルミサッシ

内部仕上：［床］t15床暖房用無垢フローリング直貼　［腰壁］t12ヒノ
キ（特一等）縁甲板本実縦張、カラークリア　［壁］t12.5PB（
V）、クロスAA級、［天井］t9.5PB＋t9岩綿吸音板

使用木材：ヒノキ材、ベイマツ材、カバザクラ材
設　　計：（株） 福見建築設計事務所
施　　工：日本海建興（株）
木材供給：小池木材（株）

社会教育施設

図書室

雁木のある回廊

外観

建物は、富山の家らしい前庭のある「自然」のたたずまいをイ
メージし、コミュニティ施設群の結び目となる「地域の玄関」
としての配置となっている。「集まる」「つなぐ」「安心できる」
仕掛けを設計のコンセプトとし、シンプルでダイナミックな
屋根形状によって平坦な地平に屹立する立山連峰の「やまな
み」を表現した。大きな屋根の一体感、大断面集成材による柱
と梁の力強い構造、楕円の集会室、内部と外部を連続的に繋
ぐ「雁木」や半屋外的なデッキテラス、見通しが利くオープン
なプラン、立山連峰へ大きく開いた眺望が特色である。

射水市役所 下村交流センター
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事業主体：富山県
施設用途：研究施設
建築地域：［用途地域］指定なし　［防火地域］指定なし
	 ［所在地］富山県射水市黒河新4940
工　　期：2004年8月～2007年3月
構　　造：木造2階建
規　　模：［最高高］11.95m　［軒高］8.95m
面　　積：［建築面積］3,146m2　［延床面積］3,684m2

	 ［敷地面積］2,766m2

外部仕上：［屋根］耐摩カラーGL鋼板 t=0.4 段葺　［外壁］スギ板張 
t=15 木材保護塗料塗　［開口部］アルミサッシュ

内部仕上：［床］長尺塩ビシート張　［壁］石膏ボードAEP塗　［天井］ケ
イカル板 AEP塗

使用木材：ダフリカカラマツ集成材
設　　計：富山県建築設計監理協同組合　［総合計画・外構設計］（有）

建築科学研究所　［性能評価試験棟］（有）建築科学研究所
　［製品開発試験棟］（株）三四五建築研究所　［木質構造試
験棟］（株）GA開発研究所

施　　工：［性能評価試験棟］くみあい建設（株）　［製品開発試験棟］
川田工業（株）　［木質構造試験棟］高田建設（株）

昭和44年に開設された本研究所は、木材の加工・利用技術、安
全で快適な木質居住環境、木質資源の循環利用などを研究対
象とする木材の総合的研究機関。試験施設の老朽化にともな
い建て替えを検討した際に、施設全体の見直しを行ない、木
材研究所としてふさわしい３棟の木造の試験棟に機能を集
約して再構築が行なわれた。３つの試験棟はそれぞれ独自の
用途にあった構造形式と建築的特性を持つ建物でありなが
ら中庭を囲んで回廊で繋ぎ、外壁や屋根の素材や色を統一す
ることで全体として調和のとれたデザインとなっている。

性能評価試験棟（内部）

庁舎
富山県農林水産総合技術センター 木材研究所

エントランス

木質構造試験棟（内部）

事業主体：立山山麓森林組合
施設用途：事務所
建築地域：［用途地域］指定なし　［防火地域］指定なし
工　　期：2000年2月～2001年1月
構　　造：木造1階建て（大断面集成材LFJ構法＋トラス工法）
（大断面集成材LFJ→ラージ・フィンガー・ジョイント構法）
規　　模：［建築高］7,876.4m　［軒高］7,140.5m
面　　積：［建築面積］791.07m2　［延床面積］718.63m2

	 ［敷地面積］5,190.0m2

外部仕上：［屋根］地方産 日本瓦葺  ［外壁］スギ板t15mm押縁下見板張
［腰壁］ スギ板t18mm竪羽目板張　［開口部］アルミ建具

内部仕上：［床］スギ・ブナ・ナラ・クリ・ヒノキ フローリングt30mm　
［腰壁］スギ板 縦張 合いじゃくり目透かし加工一部 ヒノキ
120φ半割　［壁］PB貼＋塗装仕上げ　［天井］スギ板 合い
じゃくり目透かし張

使用木材：［構造材］ベイマツ集成材
	 ［仕上材］タテヤマスギ、クリ、ナラ、ケヤキ、ブナ
設　　計：（株）押田建築設計事務所
施　　工：新栄建設・上田工務店 共同企業体
木材供給：立山山麓森林組合

ホール

事務室

外観

立山山麓の豊かな森林資源を用い、地域材を活かし、地域に
根ざした建物となるよう計画された施設。地域の森林組合員
の協力により、富山県の県木であるタテヤマスギをはじめ、
ブナ、ナラ､クリ､ヒノキ、アテ、ケヤキといった地域材を外装
材、内装材として適材適所にふんだんに用い、各室でフロー
リングの素材を変えて使用したり、玄関建具や化粧材などに
も地域材を使用するなど、目に触れるところや、手や足の触
れるところの大部分に地域材をふんだんに用いている。さら
に使用する備品もサクラ材で特注し製作するなど、こだわり
を見せている。

庁舎
立山山麓林業総合センター
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事業主体：南砺市（旧城端町）
施設用途：公営住宅（7棟14戸）
建築地域：［用途地域］第一種中高層住居専用地域
	 ［防火地域］指定なし
工　　期：2004年6月～2005年3月
構　　造：木造平屋建て（5棟）、2階建て（2棟）（在来軸組工法）
規　　模：平屋建て［建築高］5.80m　［軒高］3.40m　2階建て［建築

高］7.25m　［軒高］6.00m
面　　積：［建築面積］947.75m2　［延床面積］913.72m2

	 ［敷地面積］3,462.41m2

外部仕上：［屋根］瓦葺き　［外壁］可とう形外装薄塗材E吹付仕上、窯
業系サイディング下地一部、スギ縦羽目板本実目透し張り
［開口部］アルミサッシ

内部仕上：［床］フローリング張り　［壁］内装用薄塗材E吹付　ゆず肌
［天井］化粧石膏ボード張り、スギ板本実目透し張り

使用木材：スギ、ヒノキ、ベイマツ
設　　計：（株） 創 建築事務所
施　　工：［1期工事］坂井工務店（3棟）　［2期工事］盛田工務店（4棟）

正面東側より

玄関の吹き抜け

城端南部団地外観／写真上：玄関側より、写真下：背面より

南砺市城端郊外の集落に隣接し計画された市営住宅である。
既存集落との調和に配慮し、また今後周辺に建ち並んでいく
住宅のモデルとなることを目指した。周囲の山並みを借景と
した城端らしさの感じられる伝統的な住宅を強く意識し、瓦
屋根とし、軒下を大きく確保した戸建スタイルの7棟14戸の
住宅をあずまやを囲むようにコの字型に配置している。また、
木材を構造材以外にも積極的に用いることとし、軒下の外壁
部分や内部の天井材など、入居者にとっても温かみの感じら
れる住まいとしている。

南砺市南部団地
公営住宅

事業主体：射水市（旧下村）
施設用途：公営住宅（4棟）
建築地域：［用途地域］指定なし　［防火地域］指定なし
工　　期：［設計］2002年3月11日～2002年3月25日
構　　造：木造平屋建て（1棟）、木造2階建て（3棟）
規　　模：平屋建て［建築高］5.66m　［軒高］4.75m
	 2階建て［建築高］7.37m　［軒高］5.55m
面　　積：［建築面積］304.47m2　［延床面積］647.74m2

	 ［敷地面積］820.15m2

外部仕上：［屋根］日本瓦葺き、構造用合板下地　［外壁］仕上げ塗りラ
スモルタルt20下地　スギ下見板張りt18、シージンぐボー
ドt12下地　［開口部］アルミサッシ

内部仕上：［天井］石膏ボードt9.5下地、ビニールクロス貼り　［壁］石
膏ボードt12.5下地　ビニールクロス貼り、腰板　ナラ無
垢材t9塗装品　［床］ナラ無垢板フローリングt15塗装品　
構造用合板捨て張り

使用木材：スギ、ナラ
設　　計：富山県建築設計監理協同組合(担当：（株）中川建築設計事務

所）
施　　工：［第1工区］牧田組　［第2工区］北海工業

下村（現射水市）の恵まれた自然環境や文化を保持・継承し、
安らぎとうるおいある村営住宅となるよう、地場産材のスギ
を使った木造住宅団地として計画されたものである。地区の
シンボルである「賀茂神社」を核とする下村に根ざした独自
性と魅力ある持続可能な地域づくりを強く意識し、路地や辻
といった既成集落の特徴を引用し、路地空間を配することに
より「ブロック」「団地」「地域」の各コミュニティー間の活性
化と一体感が出てくることを意図し設計されている。

外観

外観

外観

公営住宅
射水市すずほ団地
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関連法令参考図書

なぜいま木の建築なのか
有馬孝禮／学芸出版社
持続可能な生物資源＝木材を利用する木造建築は、
温室効果ガスの排出抑制や都市における新たな炭
素貯蔵の道を開く可能性を有している。

木材なんでも小事典
木質科学研究所木悠会／講談社 
生体材料としての木材の秘密から、文化、歴史、
さらには最先端利用技術まで、古くて新しい素材
＝木材の最新知識 77 を収録 。

木造建築を見直す
坂本功／岩波書店
文化財建築に見られる伝統の技と補強技術、現代
木造住宅の優れたポイント、世界の構法などを紹介
しながら、木造建築の魅力と課題を考える。

ここまでできる 木造建築のすすめ（第3版）

一般社団法人 木を活かす建築推進協議会
中・大規模の木造建築物の実例を用途別に紹介。

「木造と防火」「構造設計・構造計算」についても
わかりやすく解説している。

図解 建築現場用語辞典
渡辺光良／ナツメ社
設計者、施工者とのコミュニケーションを図る上
で欠かせない専門用語や建築現場で使われる慣用
的用語（職人言葉）を図解とともに紹介。

写真で見る「木」の施設
木材利用推進中央協議会
木材利用推進・需要拡大を目的に開催される「木
材利用優秀施設コンクール」（木材利用推進中央
協議会主催）への応募作品・事例を紹介。

早わかり木の学校
文部科学省
木の活用を検討・実施する際の課題解決の留意点
などを、木を活用する効果や意義、計画・設計、
木の確保、行政面などの様々な観点から解説。

こうやって作る木の学校
文部科学省
学校の木材利用の進め方やコスト抑制方策を中心
に、そのポイントや、工夫した取り組みの事例等
をとりまとめた事例集。

木造の教育施設
建築資料研究社
木造校舎のもたらす教育的効果／木造建築事情管
見／木造建築が「あたりまえ」になるには／木造
で火事に強い建築をつくる／など。

木造の医療・保健・福祉施設
建築資料研究社
病者や高齢者・障害者・子どもなどには木の空間
が望ましいという観点から、これらの人たちのた
めの施設に木を用いることを提唱する。

公共建築の木造化を進める際には、建築に関する知識ばかりではなく、わが国の森林や林業の実情、木材の性質や木造建
築の文化や歴史など、多分野の知識が必要となる。ここでは、その入門段階において参考となる図書を選んで紹介する。 第一章　総則

（目的）
第一条　この法律は、木材の利用を促進することが地球温暖化
の防止、循環型社会の形成、森林の有する国土の保全、水源のか
ん養その他の多面的機能の発揮及び山村その他の地域の経済
の活性化に貢献すること等にかんがみ、公共建築物等における
木材の利用を促進するため、農林水産大臣及び国土交通大臣が
策定する基本方針等について定めるとともに、公共建築物の整
備の用に供する木材の適切な供給の確保に関する措置を講ず
ること等により、木材の適切な供給及び利用の確保を通じた林
業の持続的かつ健全な発展を図り、もって森林の適正な整備及
び木材の自給率の向上に寄与することを目的とする。

（定義）
第二条　この法律において「公共建築物」とは、次に掲げる建築
物（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第一号に
規定する建築物をいう。以下同じ。）をいう。
		 一　国又は地方公共団体が整備する公共の用又は公用に供
する建築物
		 二　国又は地方公共団体以外の者が整備する学校、老人
ホームその他の前号に掲げる建築物に準ずる建築物として政
令で定めるもの
	２　この法律において「木材の利用」とは、建築基準法第二条第
五号に規定する主要構造部その他の建築物の部分の建築材料、
工作物の資材、製品の原材料及びエネルギー源として国内で生
産された木材その他の木材を使用すること（これらの木材を使
用した木製品を使用することを含む。）をいう。
	３　この法律において「木材製造の高度化」とは、木材の製造を
業として行う者が、公共建築物の整備の用に供する木材の製造
のために必要な施設の整備、高度な知識又は技術を有する人材
の確保その他の措置を行うことにより、公共建築物の整備の用
に供する木材の供給能力の向上を図ることをいう。

（国の責務）
第三条　国は、木材の利用の促進に関する施策を総合的に策定
し、及び実施するとともに、地方公共団体が実施する木材の利用
の促進に関する施策を推進するために必要な助言その他の措
置を講ずるよう努めなければならない。
	２　国は、一般の利用に供されるものであることその他の前条
第一項第一号に掲げる建築物の性質にかんがみ、木材に対する
需要の増進に資するため、自ら率先してその整備する公共建築
物における木材の利用に努めなければならない。
	３　国は、木材に対する需要の増進を図るため、木材の利用の
促進に係る取組を支援するために必要な財政上及び金融上の
措置を講ずるよう努めなければならない。
	４　国は、木材の利用の促進に当たっては、公共建築物の整備
等の用に供する木材が適切に供給されることが重要であること
にかんがみ、木材製造の高度化の促進その他の公共建築物の整
備等の用に供する木材の適切な供給の確保のために必要な措
置を講ずるよう努めなければならない。
	５　国は、建築物における建築材料としての木材の利用を促進
するため、木造の建築物に係る建築基準法等の規制の在り方に
ついて、木材の耐火性等に関する研究の成果、建築の専門家等
の専門的な知見に基づく意見、諸外国における規制の状況等を
踏まえて検討を加え、その結果に基づき、規制の撤廃又は緩和
のために必要な法制上の措置その他の措置を講ずるものとする。
	６　国は、木材の利用の促進に関する研究、技術の開発及び普
及、人材の育成その他の木材の利用の促進を図るために必要な
措置を講ずるよう努めなければならない。
	７　国は、教育活動、広報活動等を通じて、木材の利用の促進に
関する国民の理解を深めるとともに、その実施に関する国民の
協力を求めるよう努めなければならない。

（地方公共団体の責務）
第四条　地方公共団体は、その区域の経済的社会的諸条件に応
じ、国の施策に準じて木材の利用の促進に関する施策を策定し、
及び実施するよう努めるとともに、その整備する公共建築物に
おける木材の利用に努めなければならない。

（事業者の努力）
第五条　事業者は、その事業活動等に関し、木材の利用の促進
に自ら努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する木材の
利用の促進に関する施策に協力するよう努めるものとする。

（国民の努力）
第六条　国民は、木材の利用の促進に自ら努めるとともに、国又
は地方公共団体が実施する木材の利用の促進に関する施策に
協力するよう努めるものとする。
第二章　公共建築物における木材の利用の促進に関する施策

（基本方針）
第七条　農林水産大臣及び国土交通大臣は、公共建築物にお
ける木材の利用の促進に関する基本方針（以下「基本方針」とい
う。）を定めなければならない。
	２　基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
		 一　公共建築物における木材の利用の促進の意義及び基本
的方向
		 二　公共建築物における木材の利用の促進のための施策に
関する基本的事項
		 三　国が整備する公共建築物における木材の利用の目標
		 四　基本方針に基づき各省各庁の長（財政法（昭和二十二年
法律第三十四号）第二十条第二項に規定する各省各庁の長をい
う。以下この条において同じ。）が定める公共建築物における木
材の利用の促進のための計画に関する基本的事項
		 五　公共建築物の整備の用に供する木材の適切な供給の確
保に関する基本的事項

		 六　その他公共建築物における木材の利用の促進に関する
重要事項
	３　基本方針は、公共建築物における木材の利用の状況、建築
物における木材の利用に関する技術水準その他の事情を勘案
して定めるものとする。
	４　農林水産大臣及び国土交通大臣は、経済事情の変動その
他情勢の推移により必要が生じたときは、基本方針を変更する
ものとする。
	５　農林水産大臣及び国土交通大臣は、基本方針を定め、又は
これを変更しようとするときは、あらかじめ、各省各庁の長に協
議しなければならない。
	６　農林水産大臣及び国土交通大臣は、基本方針を定め、又は
これを変更したときは、遅滞なく、これを公表するとともに、各省
各庁の長及び都道府県知事に通知しなければならない。
	７　農林水産大臣及び国土交通大臣は、毎年一回、基本方針に
基づく措置の実施の状況を公表しなければならない。

（都道府県方針）
第八条　都道府県知事は、基本方針に即して、当該都道府県の
区域内の公共建築物における木材の利用の促進に関する方針

（以下「都道府県方針」という。）を定めることができる。
	２　都道府県方針においては、次に掲げる事項を定めるものと
する。
		 一　当該都道府県の区域内の公共建築物における木材の利
用の促進のための施策に関する基本的事項
		 二　当該都道府県が整備する公共建築物における木材の利
用の目標
		 三　当該都道府県の区域内における公共建築物の整備の用
に供する木材の適切な供給の確保に関する基本的事項
		 四　その他当該都道府県の区域内の公共建築物における木
材の利用の促進に関し必要な事項
	３　都道府県知事は、都道府県方針を定め、又はこれを変更し
たときは、遅滞なく、これを公表するよう努めるとともに、関係市
町村長に通知しなければならない。

（市町村方針）
第九条　市町村は、都道府県方針に即して、当該市町村の区域
内の公共建築物における木材の利用の促進に関する方針（以下
この条において「市町村方針」という。）を定めることができる。
	２　市町村方針においては、次に掲げる事項を定めるものとす
る。
		 一　当該市町村の区域内の公共建築物における木材の利用
の促進のための施策に関する基本的事項
		 二　当該市町村が整備する公共建築物における木材の利用
の目標
		 三　その他当該市町村の区域内の公共建築物における木材
の利用の促進に関し必要な事項
	３　市町村方針においては、前項各号に掲げる事項のほか、当
該市町村の区域内における公共建築物の整備の用に供する木
材の適切な供給の確保に関する基本的事項を定めることがで
きる。
	４　市町村は、市町村方針を定め、又はこれを変更したときは、
遅滞なく、これを公表するよう努めなければならない。

（木材製造高度化計画の認定）
第十条　木材の製造を業として行う者は、木材製造の高度化に
関する計画（以下「木材製造高度化計画」という。）を作成し、農林
水産省令で定めるところにより、これを農林水産大臣に提出し
て、その木材製造高度化計画が適当である旨の認定を受けるこ
とができる。
	２　木材製造高度化計画には、次に掲げる事項を記載しなけれ
ばならない。
		 一　木材製造の高度化の目標
		 二　木材製造の高度化の内容及び実施期間
		 三　公共建築物の整備の用に供する木材の製造の用に供す
る施設を整備しようとする場合にあっては、当該施設の種類及
び規模
		 四　森林法（昭和二十六年法律第二百四十九号）第五条第一
項の規定によりたてられた地域森林計画の対象となっている同
項に規定する民有林（同法第二十五条又は第二十五条の二の規
定により指定された保安林並びに同法第四十一条の規定によ
り指定された保安施設地区の区域内及び海岸法（昭和三十一年
法律第百一号）第三条の規定により指定された海岸保全区域内
の森林（森林法第二条第一項に規定する森林をいう。第四項に
おいて同じ。）を除く。）において前号の施設を整備するために開
発行為（森林法第十条　の二第一項に規定する開発行為をいう。
以下同じ。）をしようとする場合にあっては、当該施設の位置、配
置及び構造
		 五　木材製造の高度化を実施するために必要な資金の額及
びその調達方法
	３　農林水産大臣は、第一項の認定の申請があった場合におい
て、その木材製造高度化計画が基本方針に照らし適切なもので
あり、かつ、木材製造の高度化を確実に遂行するため適切なもの
であると認めるときは、その認定をするものとする。
	４　農林水産大臣は、第二項第四号に掲げる事項が記載され
た木材製造高度化計画について第一項の認定をしようとすると
きは、第二項第三号及び第四号に掲げる事項について、同項第
三号の施設の整備の用に供する森林の所在地を管轄する都道
府県知事に協議し、その同意を得なければならない。この場合に
おいて、当該都道府県知事は、当該施設を整備するための開発
行為が森林法第十条の二第二項各号のいずれにも該当しない
と認めるときは、同意をするものとする。

	５　都道府県知事は、前項の同意をしようとするときは、都道
府県森林審議会及び関係市町村長の意見を聴かなければなら
ない。

（木材製造高度化計画の変更等）
第十一条　前条第一項の認定を受けた者（以下「認定木材製造
業者」という。）は、当該認定に係る木材製造高度化計画を変更し
ようとするときは、農林水産省令で定めるところにより、農林水
産大臣の認定を受けなければならない。ただし、農林水産省令
で定める軽微な変更については、この限りでない。
	２　認定木材製造業者は、前項ただし書の農林水産省令で定
める軽微な変更をしたときは、遅滞なく、その旨を農林水産大臣
に届け出なければならない。
	３　農林水産大臣は、認定木材製造業者が前条第一項の認定
に係る木材製造高度化計画（第一項の規定による変更の認定又
は前項の規定による変更の届出があったときは、その変更後の
もの。以下「認定木材製造高度化計画」という。）に従って木材製
造の高度化を行っていないと認めるときは、その認定を取り消
すことができる。
	４　前条第三項から第五項までの規定は、第一項の認定につい
て準用する。（林業・木材産業改善資金助成法の特例）第十二条
林業・木材産業改善資金助成法（昭和五十一年法律第四十二号）
第二条第一項の林業・木材産業改善資金であって、認定木材製
造業者が認定木材製造高度化計画に従って木材製造の高度化
を行うのに必要なものの償還期間（据置期間を含む。）は、同法第
五条第一項の規定にかかわらず、十二年を超えない範囲内で政
令で定める期間とする。

（森林法の特例）
第十三条　認定木材製造業者が認定木材製造高度化計画（第
十条第二項第四号に掲げる事項が記載されたものに限る。）に
従って同項第三号の施設を整備するため開発行為を行う場合
には、森林法第十条の二第一項の許可があったものとみなす。

（国有施設の使用）
第十四条　国は、政令で定めるところにより、公共建築物の整
備の用に供する木材の生産に関する試験研究を行う者に国有
の試験研究施設を使用させる場合において、公共建築物におけ
る木材の利用の促進を図るため特に必要があると認めるときは、
その使用の対価を時価よりも低く定めることができる。

（報告の徴収）
第十五条　農林水産大臣は、認定木材製造業者に対し、認定木
材製造高度化計画の実施状況について報告を求めることがで
きる。

（罰則）
第十六条　前条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をし
た者は、三十万円以下の罰金に処する。
	２　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他
の従業者が、その法人又は人の業務に関し、前項の違反行為を
したときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して同項
の刑を科する。
第三章　公共建築物における木材の利用以外の木材の利用の
促進に関する施策

（住宅における木材の利用）
第十七条　国及び地方公共団体は、木材が断熱性、調湿性等に
優れ、紫外線を吸収する効果が高いこと、国民の木造住宅への
志向が強いこと、木材の利用が地域経済の活性化に貢献するも
のであること等にかんがみ、木材を利用した住宅の建築等を促
進するため、木造住宅を建築する者に対する情報の提供等の援
助、木造住宅に関する展示会の開催その他のその需要の開拓の
ための支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

（公共施設に係る工作物における景観の向上及び癒しの醸成の
ための木材の利用）
第十八条　国及び地方公共団体は、木材を利用したガードレー
ル、高速道路の遮音壁、公園の柵その他の公さく共施設に係る
工作物を設置することが、その周囲における良好な景観の形成
に資するとともに、利用者等を癒すものであることにかんがみ、
それらの木材を利用した工作物の設置を促進するため、木材を
利用したそれらの工作物を設置する者に対する技術的な助言、
情報の提供等の援助その他の必要な措置を講ずるよう努める
ものとする。

（木質バイオマスの製品利用）
第十九条　国及び地方公共団体は、バイオマス（動植物に由来
する有機物である資源（原油、石油ガス、可燃性天然ガス及び石
炭（以下「化石資源」という。）を除く。）をいう。）のうち木に由来す
るもの（以下　「木質バイオマス」という。）について、パルプ、紙
等の製品の原材料としての利用等従来から行われている利用
の促進を図るほか、その用途の拡大及び多段階の利用（まず製
品の原材料として利用し、再使用し、及び再生利用し、最終的に
エネルギー源として利用することをいう。）を図ることにより製
品の原材料として最大限利用することができるよう、木質バイ
オマスを化学的方法又は生物的作用を利用する方法等によっ
て処理することによりプラスチックを製造する技術等の研究開
発の推進その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

（木質バイオマスのエネルギー利用）
第二十条　国及び地方公共団体は、木質バイオマスを化石資源
の代替エネルギーとして利用することが二酸化炭素の排出の抑
制及び木の伐採又は間伐により発生する未利用の木質バイオ
マスの有効な利用に資すること等にかんがみ、木質バイオマス
をエネルギー源として利用することを促進するため、公共施設
等におけるその利用の促進、木質バイオマスのエネルギー源と
しての利用に係る情報の提供、技術等の研究開発の推進その他
の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

第１　趣旨
	本県の県土の３分の２を占める森林は、洪水や山崩れ、なだれ
などの災害から県民の暮らしを守り、また、そこから流れ出す清
浄で豊潤な水は、飲料水や農業・工業用水として利用され、神秘
の海「富山湾」の豊かな水資源を育むなど、県民の生活と富山県
の産業を支えてきた。
	また、本県の森林の約19％にあたる53千haのスギを中心とし
た人工林については、その多くが木材として利用可能な林齢と
なっている。この豊かな森林により育まれる木材は再生産可能
な資源であり、県産材の利用を進めることは、県内林業の活性化
を通して森林の適切な整備につながり、森林のもつ公益的機能
の発揮に資するだけでなく、温室効果ガスの排出量削減にも繋
がることから、地球温暖化の防止や資源循環型社会の構築には
不可欠である。
	さらに、これまで日本一の北洋材基地として、本県の地場産業
の発展に寄与してきた木材産業を振興するためには、県産材と
ともに県内で製材・加工された木材を利用することが重要であ
る。
	このため、「公共建築物等における木材の利用の促進に関する
法律（平成22年法律第36号。以下「法」という。）」を踏まえ、富山
県公共建築物等木材利用推進方針（以下「推進方針」という。）を
策定し、県民生活に深く関わりのある公共建築物の木造化・内装
木質化の積極的な推進を通して、木材の利用拡大を図る。
第２　公共建築物における木材の利用の推進
	公共建築物の整備においては、木材の利用は低位にとどまって
いる。
	このため、第１の公共建築物における木材の利用の促進の意義
を踏まえ、県は率先して、公共建築物について可能な限り木造化
又は内装の木質化を図るとの考え方の下で、以下の基本的事項
に沿って公共建築物における木材の利用を推進する。
	１　木材利用を促進する公共建築物

		（１）県又は市町村が整備する公共の用または公用に供する
建築物
		 　これらの建築物には、広く県民一般の利用に供される学校、
社会福祉施設（老人ホーム、保育所等）、病院・診療所、運動施設

（体育館、水泳場等）、社会教育施設（図書館、公民館等）、公営住
宅等の建築物のほか、県又は市町村の事務・事業又は職員の住
居の用に供される庁舎、公務員宿舎等が含まれる。
		（２）県又は市町村以外の者が整備する（１）に準ずる建築物
		 　これらの建築物には、県又は市町村以外の者が整備する建
築物であって、当該建築物を活用して実施される事業が、広く県
民に利用され、県民の文化・福祉の向上に資するなど公共性が
高いと認められる学校、社会福祉施設（老人ホーム、保育所、福
祉ホーム等）、病院・診療所、運動施設（体育館、水泳場等）、社会
教育施設（図書館等）、公共交通機関の旅客施設及び高速道路の
休憩所（併設される商業施設を除く。）の建築物が含まれる。
	２ 木材利用の促進の具体的方針
		（１）県の取組
		 　①県は、建築基準法等関係法令の制約を受ける場合を除き、
整備する低層の公共建築物については、建築物の性格を勘案し
ながら積極的に木造化を図ることとする。
		 　②①において、防災面や立地条件等から木造化が困難な場
合のほか、純木造とする場合に比較して耐火性能や構造強度の
確保、建築設計の自由度等の観点から有利な場合には、木造と
他工法との混構造とする。
		 　③県は、公共建築物の中高層・低層にかかわらず、内装等の
木質化が適切と判断される部分の木質化を図るものとする。
		（２）市町村等における木材利用の促進
		 　県は、市町村や民間企業が整備する公共性の高い建築物
等の情報を収集し、木材利用の促進を図るよう要請するととも
に、木造化・内装木質化に関する情報を提供するなど、必要な支

援を行うものとする。
		 　また、市町村が木材利用推進方針を作成する場合において
は、県の方針に即し、公共建築物における木材利用の促進のた
めの施策等について具体的に記述するものとする。
第３　公共建築物における木材利用の目標の設定
	県が整備する公共建築物の木造化推進の対象及び、県内の公
共建築物における木造率の目標については、別表のとおりとす
る。
	ただし、災害時の活動拠点等を有する災害応急対策活動に必
要な施設、治安上の目的等から木造以外の構造とすべき施設、
危険物を貯蔵又は使用する施設等のほか、伝統的建築物その他
の文化的価値の高い建築物又は博物館内の文化財を収蔵し、若
しくは展示する施設など、当該建築物に求められる機能等の観
点から、木造化になじまない又は木造化を図ることが困難であ
ると判断されるものについては木造化を推進する対象としない
ものとする。
第４　公共土木工事における県産材の利用の推進
	県は、公共土木工事における土木用資材及び公共施設の工作
物等の県産材の利用を推進するとともに、周辺の環境との調和
などを考慮する必要がある場所ではコストの低減を図りつつ、
木製ガードレールや木製残存型枠など県産材製品を積極的に
利用するものとする。
第５　公共建築物等における木材利用の推進体制に関する事
項
	公共建築物等における木材の利用の促進を効果的に図ってい
くため、国の出先機関や県の関係部局、市町村、関係団体及び学
識経験者等で組織する「富山県木造公共建築物等推進会議」（平
成24年５月11日設置）を推進機関として、公共建築物等におけ
る木材の利用の取組を推進するものとする。

公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律

富山県公共建築物等木材利用推進方針




